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連載 Tour de Force（その４） 
新型コロナウィルス時代における不可抗力条項 
-新型コロナウィルスパンデミックの「自然災害」への該当性 
アンドリュー・C・スミス、アン・C・ルフィーバー、ブライアン・L・ベッカーマン、アダム・R・ポリナー、ステファニ

ー・S・ゴメズ、コリン・デーヴィス 

• 過去 10 ヶ月間において、継続する新型コロナウィルスのパンデミックを原因とする不

可抗力の法理の適用が増加しています。 

• 今後数か月の間に、新型コロナウィルスに基づく不可抗力条項の適用に関する判例

がいくつか下される可能性があります。 

• 被告による契約の解除を認める略式判決の申立てに関して下された最近の判決にお

いて、裁判所は、パンデミックとこれに関連する政府の封鎖命令は、概して当事者の合

理的なコントロールの及ばない出来事であり、とりわけ自然災害(“natural disaster”)と
して不可抗力条項の発動事由に該当すると判断しました。 

本連載 Tour de Force では、新型コロナウィルス感染症による影響は不可抗力事由にあたるかと
いう大きな争点について、現在発展しつつある不可抗力に関する新しい法を含め、皆様にご留意
いただきたい法的事項等をニュースレターとして順次発行してまいります。第 4 回では新型コロナ
ウィルスのパンデミックが不可抗力条項の「自然災害」に該当するか争われた近時の訴訟につい
て解説いたします。 

G. 新型コロナウィルスのパンデミックは「自然災害」に該当するか 

2020 年 12 月 16 日、新型コロナウィルスの契約紛争に広範な影響を及ぼす可能性のある判決で、
ニューヨーク南部地区連邦地方裁判所は、新型コロナウィルスが、不可抗力条項の下で契約上の
相手方の不履行を免除する「自然災害(“natural disaster”)」に該当すると判断しました 1。原告は、
被告のオークションハウスと契約を締結しており、オークションハウスは原告の作品を販売するた
めに 2020 年 5 月に対面イベントを開催することに合意し、原告が少なくとも 500 万ドルの販売代
金を受け取ることを保証していました。2020 年 3 月、政府の封鎖命令を受けて、オークションハウ
スは当該対面イベントを 6 月まで延期しました。6 月になって、オークションハウスは、原告に保証
金を支払った後、パンデミックによってもたらされた経済状況により、売却利益を得ることができな
いという理由もあり、契約を解除しました。原告はその後まもなく契約違反を理由に提訴しましたが、
オークションハウスは、以下の不可抗力条項に基づき契約の解除が認められると主張して請求の
棄却を申し立てました。 

 

 
1 JN Contemporary Art LLC v. Phillips Auctioneers, LLC, No. 1:20-cv-04370-DLC (S.D.N.Y. 2020) 
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「オークションが、自然災害、火災、洪水、ゼネスト、戦争、武力紛争、テロ攻撃又
は原子力ないし化学物質汚染を含むが、これらに限定されない、当事者の合理的
なコントロールの及ばない出来事によって延期された場合、オークションハウスは、
本契約を直ちに終了することができる。この場合において、最低保証金を支払うオ
ークションハウスの義務は無効であり、オークションハウスは出品者に他の責任を
負わないものとする。」 

裁判所は、以下の 2 つの理由によりオークションハウスの主張を認める判決を下しました。 

1. まず、判決では、新型コロナウィルスとこれに付随して政府が課した事業運営の制限は、
まさに不可抗力条項によって想定される当事者のコントロールを超えた出来事の一種であ
ると判示しました。 

2. そのうえで、裁判所は、新型コロナウィルスはキャッチオール条項の対象となっているだけ
でなく、「自然災害(“natural disaster”)」という明示的に列挙された事由の対象にもなってい
ると判示しました。また、ニューヨーク州の最高裁判所も、本件が係争されている地方裁判
所の控訴を扱う連邦第二巡回控訴裁判所も、「新型コロナウィルスのパンデミックを自然災
害として分類すべきかどうか」を論じておらず、「第二巡回控訴裁判所は自然災害の例とし
て『病気(“disease”)』を挙げている。」ことに言及しました。さらに、裁判所は、「自然災害」が
「大きな損害や人命の喪失をもたらす自然現象」と定義されると説明しました。そして、裁判
所は、「新型コロナウィルスのパンデミックが自然災害であることに深刻な疑いはない」と結
論づけました。裁判所は、新型コロナウィルスを「州の災害緊急事態」と宣言したクオモ・ニ
ューヨーク州知事の行政命令を含む政府の宣言が、契約のこのような解釈を裏付けるもの
であると指摘しました。 

原告は、請求棄却の申立てに反対するため、パンデミックや政府の規制は、不可抗力事由への該
当性を正当化するほど、戦争、洪水、火災、テロ攻撃などの他の明示的に列挙された事由と十分
に類似しておらず、不可抗力条項の裁判所の解釈は、同種文言 (“ejusdem generis”)の原則に反
していると主張しました。判決ではこの主張を却下し、明示的に列挙された事由は例示であり、当
事者の合理的なコントロールの及ばないその他の出来事を「限定することなく(“without 
limitation”)」規定しているものであると説明しました。さらに、「新型コロナウィルスのパンデミック
は十分に『自然災害』と表現されている。新型コロナウィルスは、数え切れないほどの人命を奪い、
世界経済に甚大な影響を与えた世界的な公衆衛生危機である。」と説明しています。 

米国各地で現在係争中の不可抗力条項に関する訴訟の当事者は、この裁判所の判決に留意す
ることになるでしょう。又、現在商事契約における不可抗力条項について再検討している当事者も
同様の検討をするでしょう。 

本稿の原文（英文）につきましては、Tour de Force: Contract Terminations Due to COVID-19-Based 
Force Majeure – Natural Disasters をご参照ください。英語の記事には記載時点で発生している訴
訟を例示して解説しております。 

（過去関連記事） 

連載 Tour de Force ‐新型コロナウィルス時代における不可抗力条項 

第 1 回 現状におけるフォース・マジュールをめぐる契約法理の重要性 
第 2 回 フォース・マジュール構成要件の変化 
第 3 回 フォース・マジュールをめぐる訴訟に見られる傾向 

https://www.pillsburylaw.com/en/news-and-insights/force-majeure-natural-disasters-covid-19.html
https://www.pillsburylaw.com/en/news-and-insights/force-majeure-natural-disasters-covid-19.html
https://japanese.pillsburylaw.com/sitefiles/33105/legal%20wire%2088.pdf
https://japanese.pillsburylaw.com/sitefiles/33122/legal%20wire%2089.pdf
https://japanese.pillsburylaw.com/sitefiles/34490/legal%20wire%2090.pdf
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